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大学公開講座に関する学長等の指示を規定する要因†

原 義彦*

秋田大学教育文化学部

本稿は,大学公開講座の構造を解明する研究の一環として,大学等の高等教育機関の学

長等が大学公開講座の企画や実施等に関して指示を出すことに影響を及ぼしている要因を

明らかにした.学長等が公開講座についての指示を出すことは公開講座の構造の一部をな

すもので,公開講座の展開プロセスの最初に当たり,かっ公開講座の促進においては重要

な意味をもっている.分析を通 じて,学長等の指示に大きく影響を与える要因には,公開

講座の位置づけ (大学の広報,収入,社会貢献のそれぞれの一方策として)についての意

識のちがい等があることを明らかにした.

キーワー ド:大学公開講座 学長等の指示 社会貢献

1 問題の所在

本稿は,大学等の高等教育機関1)の学長等が大学

公開講座の企画や実施等についての指示をすること

に影響を及ぼしている要因を明らかにするものであ

る.本稿での分析は,大学公開講座を運営する組織,

機関,個人等の要素と,その要素間の関係によって

構成される大学公開講座の構造を解明する研究の一

環に位置づくものである.

大学等における公開講座を含めた大学開放事業は,

一般に大学の社会貢献に関わる業務の一つとして考

えられている.大学が果たす社会貢献の必要性につ

いては従来か ら言われて きた ことであるが,

2006年改正の教育基本法第 7条において,大学が研

究の成果を広 く社会に提供 し,社会の発展に寄与す

ることが示されたのは周知の通りである.また,そ

れに先立って,中央教育審議会答申 ｢我が国の高等

教育の将来像｣(2005)の中で,教育,研究の機能

に合わせて改めて ｢社会貢献 (地域社会 ･経済社会 ･

国際社会等,広い意味での社会全体の発展への寄与)｣

の重要性が指摘された.また,その具体的な形態と
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して公開講座等の直接的な貢献が求められているこ

とも示されている.さらに,同答申では ｢各学校種

においては,個々の学校が個性 ･特色を一層明確に

していかなければならない.特に大学は,全体とし

て,①世界的研究 ･教育拠点,②高度専門職業人養

成,③幅広い職業人養成,④総合的教養教育,⑤特

定の専門的分野 (芸術,体育等)の教育 ･研究,⑥

地域の生涯学習機会の拠点,⑦社会貢献機能 (地域

貢献,産学官連携,国際交流等)等の各種の機能を

併有するが,各大学ごとの選択により,保有する機

能や比重の置き方は異なる.その比重の置き方が各

機関の個性 ･特色の表れとなり,各大学は緩やかに

機能別に分化 していくものと考えられる.｣ といわ

れている.このように,社会貢献や地域の生涯学習

機会の拠点としての機能は,大学等の個性や特色の

一つとして,さらにはこれからの大学等の機能分化

の一つの方向性として示されていることがわかる.

さらに,このような大学の社会貢献,あるいは地

域の生涯学習機会の拠点の機能が具体化 した大学公

開講座は,大学からも地域の自治体からも共にその

重要性と期待が示されている調査結果がある (原

2006).それによると,大学の生涯学習担当部局の

職員を対象にした調査では大学の役割の一つしての

公開講座の重要度の意識は平均より高く,他方,市

町村の職員を対象にした大学への期待についての詞
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査では大学公開講座には平均以上の期待がみられた.

これは,大学からも地域からも大学公開講座が地域

における大学の存在意義を示すものの一つとしての

意識が共通に高いことを表しており,大学公開講座

は大学と市町村の連携を進める際に両者にとって意

義があることを意味している.

一方,大学公開講座の全国的な状況をみると量的

に拡大の方向にある.文部科学省生涯学習政策局の

調べによると,2005年度に全国で公開講座を開設 し

ている大学数は10年前の約 2倍の715大学となって

いる.この数は少なくとも1992年度以降は増加の一

途を辿っている.講座数についても2005年度に全国

の大学で23,395講座が開設されており,これも5年

前の約1.8倍,10年前の約 3倍である.それに伴っ

て受講数も増加 しており,2005年度にはのべ約111

万人が大学の公開講座に参加 している.

このように,大学公開講座の推移や大学等の高等

教育機関において社会貢献活動を重視する方向がみ

られる一方で,大学等の公開講座には課題は多い.

それには,第 1に大学等の機関全体における社会貢

献活動への意識に関することである.放送大学

(2007)が行った全国の大学,短期大学,高等専門

学校の学長 ･校長を対象にした調査では,大学開放

の重要度について,校種を問わず95%以上が ｢非常

に重視 している｣｢ある程度重視 している｣と回答

している.高等教育機関の使命の一つとしての社会

貢献の重要性が増す中にあって,機関の長のこのよ

うな回答は自然なものと思える.問題はそうした長

の意識がどのように具現化されるかということであ

る.これは,機関の最たる学長 ･校長が公開講座を

機関のビジョンの中にどのように位置づけているか,

あるいは,公開講座を何のために行うかが明確にさ

れているかということに行き着 くものと思われる.

また,意識に関していえば,機関の構成員である

個々の教職員の公開講座等の大学開放に対する意識

や関心の問題もある.大学等の教員の場合,研究と

教育を第一義とする傾向がある.これも当然なこと

であり,多 くの場合,研究と教育をないがしろにし

ての社会貢献活動が許容される環境にはなっていな

い.また,学内の様々な業務をかかえることも多く,

こうしたことが,教員の社会貢献活動への意識の高

揚とその具現化を鈍化させていることもある.

第 2は,大学公開講座の企画および実施等を行う

組織や体制等に関わる問題である.大学等では生涯
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学習センター,エクステンションセンター等の名称

をもっ生涯学習系センターを設置している場合があ

る.放送大学 (2007)によると,大学では41.6%,

短期大学 ･高等専門学校では31.2%がそのようなセ

ンターを設置している,センターの役割はそれぞれ

で異なるが,公開講座に関わる業務を行っているセ

ンターは多い.しかし,このセンターの教職員の数

は少ないのが現状で,センター島が他との兼任であ

る場合や,専任の教員がいないセンターも多い.こ

うした人的な課題に加えて,学部等からは独立 した

全学の施設として設置されている場合が多いため,

学部所属の教員との組織的な協力関係を構築するこ

とに難 しさがある,踏み込んだ言い方をすれば,セ

ンターには全学の教員に公開講座の講師を担当して

もらうような権限がある場合はほとんどなく,多分

にセンターの教職員と学部等の教員の個人レベルで

の関係によっているところが多いといってよい.ま

た,公開講座を業務の一つとする全学 レベルの委員

会や機構を設けている機関もあるが,程度の差こそ

あれ,同種の問題を抱えている.

第 3は,公開講座の講師等への手当と実績の評価

に関わることである.公開講座の講師を担当した教

員への手当について,放送大学 (2007)の調査では,

大学の場合,謝金や給与に反映しているのが56.8%,

研究費等に配分 しているのが3.3%,正規の授業コ

マ数に充当が1.2%,手当なしが38.7%である.研

究費への配分や授業コマ数としての充当など手当の

方法は多様化 している反面,現在は謝金をなくす,

あるいは減らす,または手当なしが増えている.ま

た,公開講座を担当したことをどのように教員の業

績評価に取り入れるかについても課題がある.これ

は,明確な評価基準,評価方法が確立されていない

というのが原因の一つである.これらの問題は,第

一に示 した教員の意識の問題とも絡んでおり,公開

講座等の社会貢献活動の実績が正当に評価されるよ

うになれば,それへの意識の高まりも期待できるの

ではないかと思う.

そのはかにも,大学公開講座の質的な向上をいか

に図るのかという点を含めた公開講座の評価方法,

財政的に厳しい中での公開講座の効率的な運営の在

り方など,検討すべき問題は山積 している.

そこで,本研究は,高等教育機関の公開講座の企

画,実施に関わる学内の組織,機関,個人等とそれ

らの間の関係を大学公開講座の構造としてとらえ,
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その構造の関係の解明を行うことを意図している.

なお,本稿では,その構造にみられる要素間の関係

のうち,各機関の意思決定に直接関わる学長等と公

開講座の担当部局との関係を取り上げ,学長等が公

開講座の企画,実施等について指示を行うことに影

響を与えている要因を明らかにする.

このように大学等の公開講座を構造としてとらえ

ることで,公開講座を各大学等の機関としての動き

のなかで位置づけることが可能になる.また,その

中でも大学等の意思決定の責任をもっ学長等の公開

講座への関わり方は,機関全体として公開講座をど

のように位置づけるかに重要な意味を持っており,

ここでの分析はこの点に関わる知見が得 られるもの

と考えている.

公開講座の構造の解明にかかわるこれまでの研究

には,公開講座の講師を引き受けることにかかわる

要因の研究 (原1999)や公開講座の活発さを規定す

る要因分析の研究 (岩永他2007)などがある.ここ

での分析に直接かかわって,岩永他は大学等の公開

講座の活性にあっては学長等の公開講座への関心の

高さが重要であることを調査結果の分析によって明

らかにしている.

2 研究方法

ここでの分析では,高等教育機関の学長等による

(大学等)

公開講座っいての指示の有無を規定すると考えられ

る項目として,大学における公開講座の位置づけ

(収入方策,社会貢献方策,広報活動方策,教育研

究活動の活性化方策のそれぞれの一方策としての位

置づけの度合い),教員人事における研究業績,戟

肯業績,社会貢献業績,学内の管理運営の業績のそ

れぞれの重視度,生涯学習系センターの有無,公開

講座に関わる全学の委員会 ･機構の有無,公開講座

担当の義務づけ,公開講座担当の際の手当,各機関

の属性 (設置者,学校の種類,専任職員数),およ

び地域的な項目として大学の所在地区を取り上げた.

分析に用いたデータは,2006年に大学等開放推進

委員会が全国の大学,短期大学 (以下,｢短大｣と

する.),高等専門学校 (以下,｢高専｣とする.)の

学長および校長を対象にして行った ｢公開講座の現

状及び担当教員への評価に関する調査｣の結果であ

る2〕,また,規定要因の分析は数量化 II類によって

行った.

3 大学公開講座の構造

異体的な分析に入る前に,本研究の枠組である大

学公開講座の構造について説明しておく必要がある

だろう.

大学公開講座の構造とは,大学公開講座およびそ

の展開を構成する要素とその要素間の関係のことで

教員等 (実施 繍 )

ri:,公開講座実施依頼 長 芋意 長思 ま違墓等の最
芝公開言豊薩田語艇短 公開請痩担当葦局

(吾公開言影吏開設 申込 _
忘)実施経費要求･i:実施経費配分

請痩請師
･言プログラム等企画 'r

⑬実施報告電車後評価

耳, 毒 筆 (晦 -iT;

童隻 要請 汁プ妻

市民一般･受講希望者･受講者

図 1 大学公開講座の構造と公開講座の展開プロセス
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ある.公開講座とそ

の展開の過程を大学

等の全学的な活動と

してとらえるとすれ

ば,少なくとも公開

講座の企画と実施が

学長等の意思決定を

端緒にして,どのよ

うな組織や個人等が

どのような関わりもっ

て展開していくかを

把握するための構造

化が必要となる.な

ぜなら,公開講座の

運営は,これらの構

造の構成要素がどの

ようなものであるか

によって,そして,

それらの構成要素間
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の関係の在り方によって説明できる部分があると考

えられるからである.

これまで,大学公開講座の構造という言い方はし

ないまでも,大学公開講座の構造に関わる内容につ

いては,多くの場で検討がなされてきた.しかし,

それらは例えば企画,あるいは実施などのプロセス

の一過程を断片的にとらえているものが多かったよ

うに患われる.そこで,ここでは大学公開講座の全

体を把握するために,まず,大学公開講座がどのよ

うに構造化されているかについて,その展開を含め

た構造を提示することにしたい.

図 1は,大学公開講座の構造と公開講座の展開プ

ロセスのモデルを示 したものである.大学公開講座

とその展開を構成する要素には,いわゆる公開講座

を提供する機関としての ｢大学等｣と,公開講座を

提供する対象としての ｢市民一般 ･受講希望者 ･受

講者｣がある.｢大学等｣の内部には,大学全体の

最高意志決定者である ｢学長または大学等の最高意

志決定機関｣がある.これには,無論,学長が該当

するが,意思決定機関である全学の評議会,あるい

は理事会なども相当する.これとともに ｢大学等｣
を構成する要素には,｢公開講座担当部局｣｢教員等｣

｢講座講師｣がある.｢公開講座担当部局｣とは,大

学等において公開講座の企画,実施等の運営全般を

担当する部局である.これには,エクステンション

センター,生涯学習教育研究センタ-等の名称をも

つ生涯学習系センターが,また,センターのように

部局として独立 したものではなく事務部の一組織と

しての地域連携課 (あるいは室)のような組織が,

あるいは,学内の社会貢献機構のような組織や,公

開講座委員会や社会貢献委員会等の名称を持つ全学

の委員会などがあてはまるだろう.また,｢教員｣

は学内の教員のことであり,その中に公開講座の講

師を担当する ｢講座講師｣がいる.なお,ここでは,

学内の教員が公開講座の講師を務めることを想定し

た図になっているが,学外者を公開講座の講師に依

頼する場合もよく見られる.

公開講座の運営に実質的に関わるのは,｢公開講

座担当部局｣と ｢講座講師｣となる.大学公開講座

の構成要素には,このほかそれぞれの実態に応じて

追加される事項があるかもしれないが,基本的には

このようになるだろう.

さらに,これらの構成要素の関係を公開講座の展

開プロセスにそって概観 しておきたい.まず,第 1
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のプロセスは ｢学長または大学等の最高意志決定機

関｣から ｢公開講座担当部局｣への ｢①公開講座実

施依頼｣である.これは,全学の意志決定機関から

公開講座担当部局に対 して全学としての公開講座の

方針や意向等が伝えられることを示 している.実際

にこれがすべての大学等で実質的に行われているか

はわからない.また,行われているとしても,それ

が文書によるのか,あるいは口頭によるのか,また

はこれとは別な方法によるのか,決まった方法があ

るわけではない.このプロセスは,公開講座の展開

の最初であるという理由だけでなく,大学が考える

公開講座の目的や目標,あるいは大学が公開講座を

どのように位置づけているかの根幹に関わる点であ

ることから最も重要な部分の一つといえる.

第 2のプロセスは ｢学長または大学等の最高意志

決定機関｣からの公開講座実施依頼を受けて,各教

員に対 して公開講座の企画,開設を募る ｢②公開講

座開設依頼｣である.これは ｢公開講座担当部局｣

から直接各教員に依頼する場合もあれば,各学部の

責任者等を通じて伝達される場合もある.また,依

頼の形態も文書やメールだけでなく,口答による依

頼もある.一般的には,文書を通じた依頼よりも,

口答による直接的な依頼の方が効果的であるようで

ある.さらには,講座のプログラムの内容などの企

画をすべて教員に任せる依頼の仕方よりも,開設で

きそうなテーマや方法を提示しながら依頼する方が

講座の開設に結びつきやすいといえる.

第 3のプロセスは,講座開設依頼を受けた教員の

うちで講座開設を希望する ｢講座講師｣の予定者が

｢公開講座担当部局｣に講座開設を申込む ｢③講座

開設申込｣である.ここで開設申込があると,｢講

座講師｣の予定者と ｢公開講座担当部局｣が,具体

的な公開講座のテーマ,内容等を検討する第 4のプ

ロセス ｢④プログラム等企画｣に入る.ここで必要

経費等が算定されるので,第 5のプロセスは,｢公

開講座担当部局｣が開設予定の公開講座の計画書と

とともにすべての講座の必要経費をまとめて (ある

いは講座ごとに)｢学長または大学等の最高意志決

定機関｣に要求する ｢⑤実施経費要求｣である.罪

6のプロセスは,意思決定機関の査定を経て必要経

費が配分される ｢⑥実施経費配分｣である.

実施経費が配分されると (あるいはその見込みが

たっと),｢市民一般｣に向けた ｢⑦受講者募集｣が

行われ,｢受講希望者｣が ｢⑧受講申込｣を行う.
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これを経て実際に講座を行う ｢⑨講座実施｣および

｢⑲受講｣となる.講座が終了すると,｢⑪学習評価｣

として ｢実施組織｣から ｢受講者｣に学長名などで

修了証などが授与される (以上が第 7-11のプロセ

ス).受講者と直接的な関わりもつ公開講座の運営

はこれで終了する.

さらに,次の第12のプロセスは,｢講座講師｣お

よび ｢公開講座担当部局｣が実施 した公開講座の成

果や課題等を検討する ｢⑫事後評価｣がある.これ

が終了すると,第13のプロセスは,｢公開講座担当

部局｣が ｢実施 したすべての講座の成果や課題等を

まとめて (あるいは講座ごとに)｢学長または大学

等の最高意志決定機関｣に対 して報告する ｢⑬実施

報告｣となる.

なお,このうち公開講座の展開を,企画,実施,

評価の3つに分けるとすると,企画の段階は学長等

からの依頼を含めれば,｢①公開講座実施依頼｣｢②

公開講座開設依頼｣｢③講座開設申込｣｢④プログラ

ム等企画｣といえるだろう.さらに実施の段階は,

講座実施のための準備段階も含めると,｢⑤実施経

費要求｣｢⑥実施経費配分｣｢⑦受講者募集｣(およ

び ｢⑧受講申込｣)の準備のための業務と講座の実

施そのものに当たる ｢⑨講座実施｣(および ｢⑲受

講｣)となる.評価の段階は,受講者の評価と公開

講座そのものの評価である ｢⑪学習評価｣および

｢⑫事後評価｣であり,学長等への報告である ｢⑬

実施報告｣もここに含めてよいだろう.

一方,公開講座の構造を構成する要素間の関係は,

これまでにみた展開プロセスにみられる個々の要素

間の関係および展開プロセスでは直接関わりを持た

ない要素間の関係がある.前者については,例えば,

｢学長または大学等の最高意志決定機関｣ と ｢公開

講座担当部局｣ との関係,｢公開講座担当部局｣と

｢講座講師｣の関係等である,｢学長または大学等の

最高意志決定機関｣と ｢公開講座担当部局｣との関

係であれば,公開講座に関わる指示の伝達に限らず,

通常の情報伝達の頻度や情報の質および量,人的ス

タッフの配置状況3)等が想定される.異体的な関係

の内容は個々の場合で変わってくる.また,後者の

直接関わりを持たない要素間の関係には,例えば,

~学長または最高意志決定機関｣と ｢講座講師｣と

の関係などがある.いずれにおいても,これらの関

係のあり方は公開講座の運営に影響を与えると考え

られる.
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公開講座の構造を解明するためには,これらの構

成要素そのものの妥当性と役割等の検討,および要

素間の関係のあり方等の検討が必要である.本稿で

は,｢学長または最高意志決定機関｣と主に ｢公開

講座担当部局｣の関係を取り上げ,公開講座の運営

に重要な意味を持っている学長の公開講座について

の指示の有無を規定している要因の分析を行った.

4 学長等の公開講座についての指示とその規定要

因

(1) 学長等の公開講座についての指示の現状

まず,はじめに,ここでの分析で用いた調査結果

にみられる大学,短大,高専の学長等 (以下,｢学

長等｣とする.)の公開講座に関わる指示の状況を

みておきたい.

表 1 学長等による公開講座等についての指示 (属性別,
地区別) (%)

＼ 細かい異体的な指示を出している 大きな方針について指示を出している 当該部局やセ ンターに-任 Lている 無記入 汁

全体 (N-708) 4.9 58.6 34,7 1.8 100.0

ラll∵.こ置者 国立〔N-121) 1.7 62.8 34.7 0.8 100.0公立(h7-71) 2,8 59.2 35.2 2.8 100.0

私立(N-516〕 6.0 57.6 34.7 1.7 100.0

学校の檀類 大学(N-442) 3_6 59.5 35.5 1.4 100,0

短期大学(N-215) 8.4 55.8 33,5 2.3 100.0

高等専門学校(N-51) 2.0 62,7 33.3 2,0 100.0

専任敬日薮 49人以下〔N-279) 7.9 58.4 31.5 2.2 100.0

50-99人(N-185) 3.8 62.2 31.9 2,1 100.0

100-199人(N-102) 2.0 51.0 47.0 0 100.0

200-299人〔N-37) 2.7 54.1 43.2 0 100.0

300-399人〔N-19) 1∴ 63.2 31.6 0 100.0

400-499̂(N-ll) 0 54.5 45.5 0 100.0

500-999人(N-41) 0 68.3 31.7 0 100.0

1000人以上(N-19) 0 52,6 47.4 0 100.0

所荏地区 北海道 .東北(N-92) 6,5 llJ 41.3 0 100,0

関東(N-199) 7.0 55.3 35,2 2.5 100.0

中部(hT-131) 4.6 63,4 31.3 0.7 100.0

近畿〔N-120) 1.7 58.3 35.8 4.2 100.0

中国 .四EEl(N-83) 0 61.5 37,3 1.2 100,0
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表 1は,学長等による公開講座等についての指示

について回答のあった全機関の状況を示 したもので

ある (全体,各属性別,所在地区別).全体では,

｢大きな方針について指示を出している｣が58.6%

で最 も多い.これに対 して,｢細かい具体的な指示

を出している｣の比率は低 く4.9%となっているが,

｢大きな方針について指示を出している｣と合わせ

ると60%を越える学長等が公開講座について何らか

の指示を行っていることがわかる.これに対 して,

｢当該部局やセンターに一任 している｣(以下,｢一

任 している｣ とする.)が34.7%である.以下,学

長等の指示の有無に影響があると考えられる項目と

の関係をクロス集計の結果からみていくことにする.

表 1の設置者別をみると,｢大きな方針について

指示を出している｣比率は国立大学法人 (以下,

｢国立｣とする.)が最 も高 く (62.8%),公立 (公

立大学法人を含む.以下,｢公立｣とする.)が59.2

%,私立が57.6%であり,高い方から国立,公立,

私立の順になっている.それに対 して,｢細かい具

体的な指示を出している｣は全 くこれとは反対の順

になっており,私立ほど高く(6.0%),公立 (2.8%),

国立 (1.7%)の順で低 くなっている.｢一任 してい

る｣ではほとんどちがいがない.

学校の種類別でみると (表 1),｢細かい具体的な

指示を出している｣では短大が8.4%であり,大学

(3.6%)と高専 (2.0%)に比べて高 くなっている.

それに対して ｢大きな方針について指示を出してい

る｣はこれとは反対の傾向で,高専の場合が最も高

く (62.7%),次いで大学 (59.5%),短大 (55.8%)

になっている.｢一任 している｣は,これまで同様,

あまりちがいがみられない.

この状況は大学等の専任の教員数によってちがい

がみられるだろうか.専任教員数の欄をみると,

｢一任 している｣にばらつきがみられるのがわかる.

この比率が全体の中で低いのは専任教員数が100人

未満,300人台および500人台で,いずれも31%台で

ある.それ以外の人数区分はいずれも40%台を示し

ており,教員数が ｢1000人以上｣の場合 (47.4%)

が最も高 くなっている.一方,指示を出している比

率をみると,｢細かい異体的な指示を出している｣

のは専任教員が ｢49人以下｣の場合が7.9%と最 も

多 くなっている. この比率は専任教員数が50-299

人までは2-3%台であり,また ｢300-399人｣で

は5%台になるものの,400人以上になると細かい
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指示を出す大学等はみられない.これらをみると,

専任教員数が400人以上になると公開講座について

の紬かな指示を出さない傾向があるが,大きな方針

についての指示は専任教員数の大小との関係はみら

れない.

また,地域的な属性である大学等の本部の所在地

区別によるちがいは顕著で (表 1),｢一任 している｣

比率をみると ｢九州 ･沖縄｣が27.5%で最も低 く,

反対に何らかの指示を出している割合では6地区の

中では ｢九州 ･沖縄｣が最 も高いことになる.｢一

任 している｣比率が最も高いのは ｢北海道 ･東北｣

(41.3%)で,それに次いで高いのは ｢中国 ･四国｣

(37.3%)である.一方,指示を出している内訳を

みると,｢細かい具体的な指示を出している｣で最

も高い地区は ｢九州 ･沖縄｣(8.7%)であり,｢九

州 ･沖縄｣の学長等は他地区の学良等に比べて公開

講座に意欲的な傾向があることがうかがえる.

さらにここからは,生涯学習系センターや公開講

座の担当部局の状況,公開講座担当の義務,辛当等

表 2 学長等による公開講座等についての指示 (生涯学習

系センター,全学委員会･機構の設置状況,公開講

座担当の義務,公開講座担当の際の手当等の別)
(%)

＼ 細かい異体的な指示を出している 大きな方針について指示を出している 当該部局やセ ンターに一任 している 無記入 汁

坐涯守普系センタ1 設置 している( hT-267) 6.4 57.7 35.2 0,7 100.0

設置を予定 している(N-37) 2.7 73.0 24.3 0 100.0

設置する予定はない(N-386) 4.4 57.8 36.8 1.0 100.0

全公半開の講委座員等会を･促機進構すら 設置 している(N-392) 5.1 61.5 32.4 1.0 100.0

設置を予定 している(N-21) 0 81.0 19.0 0 100.0

設置する予定はない(N-278) 5.0 54.7 39.6 0.7 100.0

当公の開義講務座担 義務づけている ( N -27) 7.4 66.7 25.9 0 100.0義務づけていない(N-663) 4.8 58.7 35,4 1.1 100.0

公開請座担当の際の辛当等 謝金または給与に反映 している(N-354) 5.1 60.7 33,6 0.6 100.0

研究費等 として手当している ( _ド-22) 13.6 59.1 27.3 0 100.0

正規課程の授業のコマ数に充当する(N-10) 0 60.0 40.0 0 100.0
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のちかいによる状況をみておこう (表 2).生涯学

習系センターの設置状況によるちがいでは,｢細か

い具体的な指示を出している｣比率がセンターを

｢設置 している｣場合が6.4%と最 も高いものの,

｢設置する予定はない｣の場合と全体的に同様の傾

向がある.この中では,センターの ｢設置を予定 し

ている｣場合が他の2つとは異なっている.｢一任

している｣比率が24.3%で最も低 く,他の2つとは

10%以上の開きがある.反対に,｢大きな方針につ

いて指示を出している｣は73.0%で,他の2つより

も15%ほど高い比率となっている.

また,公開講座等を担当する全学の委員会 ･機構

等の設置状況のちがいでも類似 した傾向がみられる

(表 2).センターを ｢設置 している｣場合と ｢設置

する予定はない｣場合では具体的な指示の状況はほ

とんど変わらず,｢大きな方針について指示を出し

ている｣比率では ｢設置 している｣場合が61.5%,

｢設置する予定はない｣場合が54.7%と差がみられ

る.しかし,それよりも大きなちがいは ｢設置を予

定 している｣場合が他の2つと異なることで,｢一

任している｣比率が19.0%と圧倒的に他よりも低 く,

それとは裏腹に,｢大きな方針について指示を出し

ている｣比率は81.0%と他よりもおよそ20-25%ほ

ど高くなっている.

さらに,公開講座を担当することが義務づけられ

ているかどうかのちがいでみると (表 2),公開講

座を ｢義務づけている｣という場合の方が指示を出

している傾向がみられる.｢細かい具体的な指示を

出している｣比率は ｢義務づけている｣場合が7.4

%,｢義務づけていない｣場合が4.8%である.また,

｢大きな方針について指示を出している｣では ｢義

務づけている｣場合が66.7%,｢義務づけていない｣

場合が58.7%である.

公開講座を担当したときの手当等のちがいでみる

と,｢細かい具体的な指示を出している｣のは ｢研

究費等として手当している｣場合が13.6%と最も高

く,｢謝金または給与に反映 している｣が5.1%,

｢特に手当はしていない｣が4.3%などである.｢大

きな方針について指示を出している｣比率にほとん

どちがいはないが,｢一任 している｣では ｢研究費

等として手当している｣場合が27.3%で最も低い数

値となっている.

次に公開講座の位置づけのちがいによって,学長

等の指示はどのように変わってくるだろうか.表 3
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は,公開講座を ｢収入｣｢社会貢献｣｢広報活動｣

｢教育研究の活性化｣の各一方策としてどの程度重

視 しているかのちがいでみた学長等の指示の状況を

示 している.収入の一方策としての位置づけのちが

いでは,公開講座を収入の一方策として ｢とても重

視 している｣実数は15で少ないものの,そのうち学

長等が指示を出さずに ｢一任 している｣のはわずか

6.7%で,｢大きな方針について指示を出している｣

が他に比べて20-35%ほど高くなっている.

社会貢献の一方策としての位置づけのちがいでは,

ほとんどが ｢とても重視 している｣あるいは ｢ある

程度重視 している｣であるが,重視 している度合い

が高いほど ｢一任している｣比率が低く,重視度が

高いほど何らかの指示を出している比率が高い傾向

表 3 学長等による公開講座等についての指示 (公開講座

の位置づけのちかいによる) (%)

＼ 細かい具体的な指示を出 している 大 きな方針について指示を出 している 当該部局やセ ンターに一任 している 無記入 計

収入の方慕として とて も重視 している(N-15) 6.7 86.6 6.7 0 100.0

ある程度重視している(N-102) 10.8 51.0 38.2 0 100.0

あまり重視 していない(N-250) 3,2 64,0 31.2 1.6 100.0

全 く考慮 していない(N-290) 3.4 58.3 37.6 0.7 100.0

社ノ△､i貢戟の とて も重視 している(LT-510) 6.1 60.7 32.2 1.0 100.0ある程度重視している(N-165) 1.8 57.0 40.6 0.6 100.0

方策として あまり重視 していない(N-4) 0 50.0 50.0 0 100.0
全 く考慮 していない(lT-0) 0 0 000

広戟宿動の とて も重視 している(N-198) 4.5 58.6 36.4 0.5 100.0ある程度重視している(N-418) 4.8 62.7 31.3 1.2 100.0

方策として あまり重視 していない(N-50) 8.0 42.0 50,0 0 100.0
全 く考慮 していない(N-4) 0 75.0 25.0 0 100,0

し 教て 育節究宿動の宿性化方莱と とて も重視 している(N-135) 7.4 60.0 32.6 0 100.0

ある程度重視している(N-371) 4,0 61.2 34.0 0.8 100.0

あまり重視 していない(N-155) 3.2 58.1 37,4 1.3 100.0
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がみられる.

広報活動の一環としての位置づけのちがいでは,

広報活動の方策として ｢あまり重視 していない｣場

合に ｢細かい具体的な指示を出している｣比率が

8.0%と最も高いが,｢一任 している｣比率も50.0%

と高い.｢とても重視 している｣と ｢ある程度重視

している｣は ｢細かい異体的な指示を出している｣

比率は4%台でほとんど変わらないが,｢大きな方

針について指示を出している｣では ｢ある程度重視

している｣場合の方が若干高い (62.7%).

さらに,教育研究活動の活性化方策としての位置

づけのちがいでみると,一方策として重視 していれ

ばいるはど ｢一任 している｣比率が低 く,何 らかの

指示を出す傾向がある.

表 4 学長等による公開講座等についての指示 (教員人事
における重視度のちかいによる) (%)

＼ 細かい具体的な指示を出している 大きな方針について指示を出している 当該部局やセ ンターに一任 している 無記入 汁

節究莱績 とても重視 している(N-486) 4.5 59.1 36.0 0.4 100.0

ある程度重視している(N-166) 6,0 61.5 30.7 1.8 100.0

あまり重視 していない(N-13) 7.6 46.2 46.2 0 100.0

全 く考慮 していない(N-0) 0 0 000

敬R業績 とても重視 している(N-455) 5,3 61,1 32.7 0.9 100.0

ある程度重視している(N-199) 4.5 58.3 36.7 0.5 100.0

あまり重視 していない(N-llj 0 36.4 63,6 0 100.0

ノ全く考慮 していない(N-0) 0 0 000

社A蛋戟莱績 とても重視 している(lT-129) 8.5 58.2 33.3 0 100.0

ある程度重視している(N-I110〕 5.4 62.4 31,2 1.0 100,0

あまり重視 していない(N-114) 0.9 50.9 48.2 0 100.0

全 く考慮 していない(hT-10) 0 60,0 30.0 10.0 100.0

学内でめ管哩運営莱績 とても重視 している〔N-149) 7.4 59.7 32.9 0.8 loo.0

ある程度重視している(LT-386) 4.4 63.5 31,1 0 100,0

あまり重視 していない(N-112) 4.5 46,4 48.2 1.0 100.0
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最後に,教員人事における研究業績,教育業績,

社会貢献業績,学内の管理運営業績の各業績の重視

度のちがいで学長等の指示の状況はどのように変わっ

てくるかをみてみよう (表 4).研究業績の重視度

のちがいでは,｢細かい具体的な指示を出している｣

のは研究業績を ｢あまり重視 していない｣場合が最

も高いものの (7,6%),その一方で,｢一任 してい

る｣比率も46.2%で最も高い.

教育業績の重視度のちがいでは,これを重視する

方が明らかに指示を出す傾向がみられる.｢あまり

重視 してない｣では ｢細かい異体的な指示を出して

いる｣ところはなく,また,｢一任 している｣比率

は ｢とても重視 している｣場合の約 2倍である.礼

会貢献業績の重視度でみると,｢細かい具体的な指

示を出している｣のは社会貢献業績を重視 している

ほど高いが,｢大きな方針について指示を出してい

る｣比率は社会貢献業績を ｢ある程度重視している｣

場合が最も高 くなっている.これを学内の管理運営

業績の重視度でみると,管理運営業績を ｢とても重

視 している｣と ｢ある程度重視 している｣では ｢一

任 している｣比率が30%台前半であるのに対 して,

｢あまり重視 していない｣｢全く考慮 していない｣で

はその比率が40%台になっている.

(2) 学長等の公開講座についての指示を規定する要

因

ここまでは,学長等の指示と影響を与えていると

思われる個々の項目の関係をみてきたが,それらの

項目全体を含めてみたときの学長等の指示と影響関

係は不明である.そこで,これらの関係について数

量化 ⅠⅠ類を用いて分析 した.

なお,ここまでの分析では学長等の指示について

｢細かい具体的な指示を出している｣｢大きな方針に

ついて指示を出している｣｢一任 している｣の3カ

テゴリーに分類 していたが,ここでは前二者をまと

めた ｢指示を出している｣ と ｢一任 している｣の2

つに再カテゴリー化 した.その上で,外的基準を

｢学長等による公開講座について指示｣として,ア

イテムには,｢生涯学習系センターの有無｣｢公開講

座に関わる全学の委員会 ･機構の有無｣｢公開講座

担当の義務づけ｣｢公開講座担当の際の手当等｣,公

開講座の ｢収入の一方策としての位置づけ｣｢社会

貢献の一方策としての位置づけ｣｢広報の一方策と

しての位置づけ｣｢教育研究活動の活性化方策とし
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ての位置づけ｣,教員人事における ｢研究業績の重

視度｣｢教育業績の重視度｣｢社会貢献業績の重視度｣

｢学内の管理運営の業績の重視度｣,各機関の ｢設置

者｣｢学校の種類｣｢専任職員数｣｢所在地区｣を取

り上げて分析を行なったIi).

表 5がこの分析結果で,学長等の公開講座等につ

いての指示に影響を与える要因を示 したものであ

る5).表の上位にあるレンジが大きいアイテムほど

影響力が大きいことを意味しているので,最もレン

ジの大きい ｢広報の一方策としての公開講座の位置

づけ｣がここで取り上げた項目の中では,学長等の

指示の有無に影響を与えている第 1の要因といえる.

表 5 公開講座等に関する学長等の指示に影響を与える要
医l

アイテム カテゴ】)- カテゴリースコア レ ン ジ(順位)

広報の一方策として とても重視している -0.44845 2_46309

の公開講座の位置づ ある程度重視している 0-0129590
汁 あまり重視していない 93200 l卜

全く考慮 していない 53109

収入の一方策として とても重視 している 1-00-076717 2,31214

の公開講座の位置づ ある程度重視している 54497
け あまり重視 していない 24736 (2)

全 く考慮 していない .12125

専任教員数 49人以下 00-0-0-0-147134 0.77964

50-99人 06815
100-199人 68320
200-299人 .51198
300-399人 00807 (3)
400-499人 07768

500-999人1000人以上 -0-11168〇30830

公開講座担当の際の 謝金 ま たは給与に反映 している 0.122220.62417-0.87361-0.17830 0.49778(4)
辛 当等 研究費等として手当している正規課程の授業のコマ数に充当する特に手当はしていない

教育研究活動の活性 とても重視 している 0-0-0-121333 0_44933

化方策と しての公開 ある程度重視している 01062
講座の位置づけ あまり重視 していない 10168 (5)

全く考慮していない 23600

教員人事における社 とても重視している 00-0013761 0.26005

会員献業績の重視度 ある程度重視している 06219
あまり重視 していない .41503 (6)
全 く考慮 していない .84502

公開講座等を促進す 設置している 0_03940 1.16214(7)る全学の委員会, 設置を予定 している 1.02863
機構等 設置する予定はない -0.13351

教員人事における教 とても重視している 0.08749 0.10396(8)育業績の重視度 ある程度重視 しているあまり重視 していない -0-11431701647

社会貢献の一方策と とても重視している 0-0-0_18108 0.94630(9)
しての公開講座の位 ある程度重視している .55113
置づけ あまり膏視 していない 76522

教員人事における学 と ても重視 している -0_08033 0.83155

内の管輝運営業績の ある程度重視 している 0-0-0.22108
重視度 あまり重視 していない .54472 (10)

全 く考慮 していない 61047

所在地区 北 海道.東北 -000-0-0028990 0.57894

関 東 11783中部 ,13474近畿 06032 (ll)
中国 .四国 _32129
九 州 .沖縄 25765

学校の種類l 大学 0.08845 0.53175(12)短期大学 -00.27797高等専門学校 .25378

教員人事における研 とても重視している -00-008514 0.53008(13)
究業績の重視度 ある程度重視している 29296

FrfJl中率 666%
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これは,カテゴリースコアが最大のものと最小のも

のの差 (レンジ)が最も大きいことによる,この場

令,｢全 く考慮 していない｣が最大で,｢あまり重視

していない｣が最小である.また,カテゴリースコ

アは大きいほど ｢指示を出している｣方向に,小さ

いほど ｢一任 している｣方向に影響があるので,こ

の場合はカテゴリースコアが最大の ｢全 く考慮 して

いない｣ことが ｢指示を出している｣方向に最も影

響を及ぼしているといえる.ただし,カテゴリース

コアの大小の順は重視の程度のちがいのように一方

向的にはなっていないので,広報の一方策として重

視するほど ｢一任 している｣,あるいは重視 してい

ないほど指示を出す方向にあるとは言えない.

以下,全体の中でも比較的影響力の大きい要因に

ついてみていくことにしよう.影響力の大きい第 2

位の要因は ｢収入の一方策としての公開講座の位置

づけ｣である.公開講座を収入の方策として ｢とて

も重視 している｣場合のカテゴリースコアが最も大

きいので,この場合に ｢指示を出す｣方向に最も影

響があるといえるが,｢ある程度重視 している｣が

最小であるので,これについても指示の有無と収入

方策としての重要性に一方向的な関係はみられない.

第 3の要因は ｢専任教員数｣である.これをみる

と,比較的,専任教員が少ないほど ｢指示を出して

いる｣方向への影響があるといえ,それは専任教員

数が ｢49人以下｣のときと ｢1000人以上｣のときに

最大の差がみられる.

第 4の要因は ｢公開講座担当の際の手当等｣であ

る.カテゴリースコアをみると ｢研究費等として手

当している｣が最大なので,このような手当をして

いるほど ｢指示を出す｣方向に大きく影響 し,｢特

に手当はしていない｣のときに ｢一任する｣方向に

最も大きく影響 しているといえる.

第 5は ｢教育研究活動の活性化方策としての公開

講座の位置づけ｣である.この場合は,このような

位置づけとしての重視度の度合いが高いほどカテゴ

リースコアが高いので,公開講座を教育研究活動の

活性化方策としての重要度が高ければ学長等が ｢指

示を出す｣方向に,重要度が低ければ ｢一任する｣

方向に影響すると考えられる.

第 6は ｢教員人事における社会貢献業績の重視度｣

である.カテゴリースコアをみると,｢とても重視

している｣｢ある程度重視 している｣で正の値なの

で,これらの場合には ｢指示を出す｣方向に影響が
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あるといえるが,カテゴリースコアが最大なのは

｢全 く考慮 していない｣なので,重視度の順にそっ

た影響関係ではないといえる.

以下,｢公開講座に関わる全学の委員会 ･機構の

有無｣｢教員人事における教育業績の重視度｣｢社会

貢献の一方策としての公開講座の位置づけ｣等の要

因が続いている.なお,この分析の的中率は66.6%

なので,ここで示 した要因が全要因のうちの66.6%

であることを意味 している.

5 考察

さらに,これまでの分析から公開講座に関わる学

長等の指示を規定 している要因について考察 してみ

よう.

まず,学長等の指示に影響のある要因の上位に公

開講座の位置づけについての項目があげられたこと

に関 してである.今回は,収入,社会貢献,広報,

教育研究活動の活性化を取 り上げて,それぞれの一

方策としての公開講座の位置づけに関して分析 した.

その結果,全体の中で広報の方策としての位置づけ

が第 1位,収入方策としての位置づけが第 2位,教

育研究活動の活性化としての位置づけが第 5位であっ

た.それぞれの重要性の度合いの順と学長等の指示

の有無の影響関係にはちがいがあるが,公開講座の

各方策としての位置づけが学長等の指示に大きく影

響 していると考えられる.

また,その他,上位にある項目には第 3位に専任

教員数,第 4位に公開講座担当の際の手当等があげ

られている.専任教員数については,教員が少ない

こと,つまり大学等の規模が小さいほど学長等と教

職員間の関係が近いことなどが指示を出すことに影

響があると考えられる.ただし,属性として取 り上

げた項目 (ほかに学校の種類,設置者)で上位にあ

るのはこの項目だけで,属性の項目によって様相が

異なっている.

一方,全体のなかで影響力の小さい項目は,教員

人事における各業績の重視度や,公開講座に関わる

全学委員会 ･機構,生涯学習系センターの設置状況

である.これらの項目のうち,最 も順位の高いもの

でも第 6位の教員人事における社会貢献業績の重視

度である.

上記のような傾向からいえるのは,公開講座の位

置づけのように学長等や組織全体の意識に関する項

目が学長等の指示の有無に大きく影響するが,｢専
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任教員数｣と ｢公開講座担当の際の手当等｣を除け

ば,全学の委員会 ･機構や生涯学習系センターのよ

うな存在の事実を確認できる項目,および人事にお

ける業績の重視度のような明確な規程や基準が求め

られる項目などは影響力が小さい 6).言い換えると,

学長等による公開講座に関 しての指示は,公開講座

のための組織や業績評価の明確な規程があるからと

いうことよりも,公開講座をどのように位置づけて

いるかという学長等の意識により大きく左右されて

いるのではないかということである.

ただし,教員の業績評価では,現実的には社会貢

献業績よりも教育業績と研究業績を重視する傾向が

一般的なので,明確な規程や基準があるかどうかと

いうことよりも,その業績間のバランスの結果,あ

るいは業績問の重視の度合いのちがいにこそ問題が

あるようにも思える. しか し,今回の結果では,教

育業績を重視 しているほど公開講座に関する指示を

出す方向に影響があることや,研究業績を重視 して

いることが必ずしも公開講座を一任する方向に影響

を与えることとはなっていない.やはり,学長等の

このような意識が具体的な指示として具現化するこ

とが公開講座等を促進する上で重要なのではないか

と考えられる.今後は,ここで示 した要因間の分析

が必要であろう.

注

1) ここでいう高等教育機関は,大学,短期大学,

高等専門学校である.

2) この調査は,放送大学内に設けられた大学等開

放推進委員会 (筆者も委員として参加)が文部

科学省委嘱事業の一環 として行ったもので,各

機関の長を対象にした調査のほか,各学部長

(大学のみ),生涯学習系センターの長を対象に

した調査を行っている.調査の概要および結果

の詳細は放送大学 (2007)にまとめられている.

なお,本稿での分析に用いた大学の学長,およ

び短大 ･高専の長を対象にした調査の概要は次

の通りである.調査対象 :国内のすべての大学,

短大,高専の学長および校長,調査時期 :2006

年 6月,調査方法 :郵送法,配布数および回収

数 (回収率) :大学の学長では配布数743,回

収数442(59.5%),短大 ･高専の長では配布数

533,回収数266(49.9%).

3) 公開講座を担当する委員会や機構,あるいは生
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涯学習系センターの長を最高意思決定機関の構

成員 (例えば,副学長,理事など)が兼任する

ような状況が考えられる.

4) アイテムのカテゴリーの中で,｢社会貢献の一

方策としての位置づけ｣での ｢全 く考慮 してい

ない｣,｢研究業績の重視度｣での ｢全く考慮 し

ていない｣,および ｢教育業績の重視度｣での

｢全く考慮 していない｣には,単純集計の結果,

該当するサンプルがなかったため,このカテゴ

リーを除外 して分析 した.

5) ｢生涯学習系センターの有無｣｢公開講座担当

の義務づけ｣｢設置者｣の各アイテムは,除外

して分析 しても的中率に有意な変化がみられな

かったため,最終的な分析の中では除いている.

6) これは生涯学習系センターが学長等が指示を出

す際に意味がないということではなく,指示の

有無においての影響は小さいということ.
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Summa｢y

Thepresentpaperexaminesthefactorsplausi-

bly determining theprocessofthepresident

issuingtheinstructionsregardingthedesigning

andimplementingofvariousuniversityexten-

sioncourses.Bysodoing,itwasexpectedthat

theprocessandstructureofconductinguniver-

Sltyextensioncourseswouldbemadeexplicit.

The presidentialinstructions are deemed to

comprlSeanimportantpartofthewholeprocess

ofcarryingoutanytypeofcommunityservice

offeredbyunlVerSity.Thestudyrevealedthat

amongstmany factors the most important

Involvestheawarenessthatthepresldentmay

holdconcerningavarietyofstrategiesforpublic

relatlOnS,budget,andcommunityservice.

KeyWords:UniversityExtensionCourses,

PresidentialInstructions,

CommunityService

(ReceivedJanuary28,2008)

143

Akita University


	hr001a.pdf
	hr002a
	hr002b
	hr003b
	hr004a
	hr004b
	hr005a
	hr005b
	hr006a
	hr006b



